
「特定産業 14分野に属する府内事業者」における 

外国人雇用に係るアンケート調査報告書【概要版】 
令和２年１月 大阪府・大阪市 
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■調査目的 

今後の外国人労働者の円滑な受入れと共生社会づくりの推進に向けた対応策を検討するう

えでの基礎資料とするため、府内事業者の外国人労働者の雇用実態や今後の受入れ希望など

を把握する。 

■調査方法 

郵送によるアンケート調査（調査票を郵送し、後日記入済みの調査票を返送。） 

■調査対象 

大阪府内に事業所を置く特定産業 14 分野に属する事業者：1,564 社 

※本社の所在地は府内・府外を含む 

※経済センサス等から試算した特定産業 14分野に属する府内事業者数をもとに、分野ごと

の事業者数を決定し、無作為抽出 

■調査実施期間 

令和元年 10 月 7 日～令和元年 10 月 28 日 

■回収数 

488 件（回収率 31.2％） 

 

 

 

（１）人手不足の状況 

「やや不足している」が 45.7％と最も多く、次いで「不足している」（34.8％）となっており、「不

足している」・「やや不足している」を合わせると約８割と高い。一方で、「充足している」は 18.9%

となっている。なお、「過剰である」を選択した回答者はいなかった。 

 

【人手不足の状況】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．人手不足の状況について 
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41.3%

52.0%

66.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

障がい者の雇用で対応

事業の見直しを行う

設備投資を行い、省力化を図る

女性の雇用で対応

社内の配置転換で対応

外国人の雇用で対応

人材育成を行う

非正規雇用で対応

高齢者の雇用で対応

現在、雇用

している

40.0%

現在は雇用していない

が、雇用したことがある

9.0%

雇用したこと

はない

51.0%

（２）人手不足への対応策（複数回答） 

「高齢者の雇用で対応する」が 66.4%と最も多く、次いで、「非正規雇用で対応する」（52.0%）、「人

材育成を行う」（41.3%）、「外国人の雇用で対応する」（36.7%）となっている。 

 

【人手不足への対応策】 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

（１）外国人労働者の雇用状況 

「現在、雇用している」は 195 者（40.0％）、「現在は雇用していないが、雇用したことがある」は

44 者（9.0％）、「雇用したことはない」は 249 者（51.0％）となっている。 

 

【外国人雇用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国籍別では、「ベトナム」が最も多く、次いで「ネパール」となっている。 

また、雇用したことがある在留資格は、定住者、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等の

「身分に基づく在留資格」が 24 者と最も多くなっている。 

２．外国人労働者の受入・雇用状況について 

（n=488） 

（n=479） 
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（２）外国人を雇用する（した）きっかけ（理由）（複数回答） 

「人手不足への対応」が 74.8％と最も多く、次いで「専門的知識・技能等を有する人材の確保」

（18.3％）、「外国人へのサービスに対応するため」（12.2％）、「会社の活性化」（11.3％）となってい

る。 

 

【外国人雇用理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外国人の採用方法（複数回答） 

「人材紹介会社等のあっせん（ハローワーク以外）」及び「知り合いからの紹介」が 27.5％と最も

多く、次いで「求人広告の掲載（自社ホームページの掲載等）」（25.4％）、「監理団体からの紹介」

（18.6％）、「大学・専門学校等、学校経由の募集」（17.8％）となっている。 

 

【外国人の採用方法】 
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27.5%

25.4%

18.6%
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0% 10% 20% 30%

人材紹介会社等のあっせん
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知り合いからの紹介

求人広告の掲載
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ハローワークの活用

人材派遣・請負会社の活用

海外で直接募集

その他 （n=236） 
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（４）外国人労働者に対して実施している（していた）支援内容（複数回答） 

「住居の確保、家賃補助」が 44.0％と最も多く、次いで「特に支援していない」（37.6％）、「生活

オリエンテーションの実施」（28.6％）、「公的手続き等への同行」（27.8％）、「社内レクリエーション

の実施」（22.6％）となっている。 

 

【外国人労働者への支援内容】 

 

  

 

 

（１）外国人雇用のメリット（複数回答） 

「人手不足が解消された」が 67.6％と最も多く、次いで「従業員の意識が高まった」（35.6％）、

「社内が活性化した」（20.4％）となっている。 

 

【外国人雇用のメリット】 
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0.9%
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

住居の確保、家賃補助

特に支援していない

生活オリエンテーションの実施

公的手続き等への同行

社内レクリエーションの実施

外国人労働者をフォローする職員の配置

日本語学習の機会の提供
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多文化への対応
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３．外国人労働者の受入のメリット・課題について 

67.6%

35.6%

20.4%

6.2%

4.9%

3.1%

9.3%

0% 20% 40% 60% 80%

人手不足が解消された

従業員の意識が高まった

社内が活性化した

海外への販路が拡大した

業務推進や新商品・技術の開発等に役立った

売上がアップした

その他 （n=225） 
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現状の雇用人数を

維持する方針

37.3%

将来は雇用人数を

拡大する方針

48.2%

将来は雇用人数を減らす方針

2.1%

未定

12.4%

雇用する計画がある

7.8%

雇用してみたい

5.4%

いい人に出会えれ

ば雇用したい

23.3%

雇用するつもりはない

32.2%

未定

31.4%

（２）外国人雇用の課題・困っている点（複数回答） 

「コミュニケーションがとりづらい（言語等）」が 55.3％と最も多く、次いで「生活習慣・文化の

違い」（36.2％）、「在留期間が制限されている」（28.9%）となっている。 

 

【外国人雇用の課題・困っている点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、外国人を雇用している事業者は、「雇用人数の拡大・維持」が８割を超えている一方、過去に

雇用した又は雇用したことがない事業者は、「雇用する計画がある、雇用してみたい」が約１割にとど

まっており、「雇用するつもりはない」が約３割となっている。 

また、適当な雇用期間については、「期限なし」が最も多く約５割となっている。 

 

【現在雇用している事業者】          【過去に雇用した又は雇用したことない事業者】 

 

 

 

 

 

 

（n=235） 

４．外国人労働者の今後の採用方針について 
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地域社会（住民）から理解が得られない

監理団体から指導が不十分

仕事の技能・知識を

十分に身につけてもらえない

出入国関連の手続きが煩雑

生活支援に手間がかかる（住居の確保等）

すぐに離職する

任せれる業務が少ない

採用後の研修・教育（日本語教育等）

に手間がかかる

受入れに係る金銭的コストがかかる

特になかった

在留期間が制限されている

生活習慣・文化の違い

コミュ二ケーションがとりづらい（言語等）
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77.0%

46.8%

30.2%

29.4%

14.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

人手不足に対応できる

長期（通算5年）にわたる雇用が可能になる

経験のある技能実習生の雇用が可能になる

即戦力（一定の専門性・技能を有する）人材を確保

できる

既存の在留資格で対象外だった分野での人材確保が

できる

その他

 

 

（１）新たな在留資格「特定技能制度」の活用意向 

「わからない」が 58.6％と最も多く、次いで「制度を活用したい」（27.3％）、「制度を活用したく

ない」（14.1％）となっている。 

  

【特定技能制度活用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特定技能制度の活用理由（複数回答） 

「人手不足に対応できる」が 77.0％と最も多く、次いで「長期（通算 5 年）にわたる雇用が可能

になる」（46.8％）、「経験のある技能実習生の雇用が可能になる」（30.2％）、「即戦力（一定の専門性・

技能を有する）人材を確保できる」（29.4％）となっている。 

 

【特定技能制度の活用理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

５．新たな在留資格「特定技能制度」について 

（n=488） 
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（３）特定技能制度を活用したくない又はわからない理由（複数回答） 

「新しい制度のため、少し様子をみたい」が 46.6％と最も多く、次いで「制度（採用方法等）が

よくわからない」（36.1％）、「支援計画の作成、支援体制の整備・対応など、事務負担が多い」（34.3％）

となっている。 

 

【特定技能制度を活用しない又はわからない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特定技能制度の課題（複数回答） 

「支援計画の作成、支援体制の整備・対応など、事務負担が多い」が 44.1%と最も多く、次いで「制

度（採用方法等）がよくわからない」（42.0％）、「より良い労働条件を提示する事業者を求めて離職

する可能性がある」（24.8％）となっている。 

 

【特定技能制度の課題】 

 

44.1%

42.0%

24.8%

24.0%

19.4%

13.2%

11.9%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

支援計画の作成、支援体制の整備・対応など、

事務負担が多い

制度（採用方法等）がよくわからない

より良い労働条件を提示する事業者を

求めて離職する可能性がある

在留期間（特定技能1号の場合、通算5年）が短い

コストがかかる

制度の対象分野であるが、

対象職種が限定されている

特になし

その他 （n=479） 

46.6%

36.1%

34.3%

13.1%

9.0%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新しい制度のため、少し様子をみたい

制度（採用方法等）がよくわからない

支援計画の作成、支援体制の整備・対応など、

事務負担が多い

制度の対象分野であるが、

対象職種が限定されているため活用できない

既存の在留資格で必要な人材を確保できている

その他 （n=335） 
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「人材マッチングの支援」が 42.7%と最も多く、次いで「外国人労働者を対象とした日本語教育等の支

援」（29.9％）、「外国人雇用に関する企業向け相談窓口の設置・充実」（29.3％）、「住宅確保に係る支援」

（22.9％）、「在留資格取得のための手続きの簡素化」（22.0％）、「在留資格（特定技能等）の対象職種の

拡大・柔軟な運用体制の整備」（21.6％）となっている。 

 

【行政に期待する支援策】 

 

 

42.7%

29.9%

29.3%

22.9%

22.0%

21.6%

19.0%

16.7%

11.3%

10.7%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材マッチングの支援

外国人労働者を対象とした日本語教育等の支援

外国人雇用に関する企業向け

相談窓口の設置・充実

住居確保に係る支援

在留資格取得のための手続きの簡素化

在留資格（特定技能等）の対象職種の

拡大・柔軟な運用体制の整備

外国人材活用に係る制度の情報発信

外国人雇用に係る制度・手続き等の

企業向け研修・セミナーの開催

外国人労働者向け相談窓口の充実

地域社会（住民）との共生に向けた支援

その他

６．行政に期待する支援策について（複数回答） 

（n=468） 


